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4 章の有機野菜を対象とした調査では CVM の結果を店舗での販売実験の結果と比較することで両者の事離の大きさ
を明らかにしている o さらに、アンケート調査の設計上、回答者の意思形成方式に適合した質問形式の選択、提示す
る代替案の現実性、他者の存在、回答率の向上等が手法の改善の重要な論点になることを明らかにしているo また、
5 、 6 章のケナフ紙の調査において、理論的一貫性のテストを実施することでバイアスの存在を確認するとともに回
避のための方策を示している。









7 章の矢作川の流域管理に関する事例研究では、多様な河川機能に対する住民の評価を CVM およびコンジョイン
ト分析を用いて明らかにしている o 流域の各地域の便益構造が異なり、単目的で画一的に扱うのでは流域管理に関す
る合意形成が困難な状況にあること示している。そこで、多様な機能ごとに帰属先を明示しつつ、費用便益分析を援
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用して、客観的な配分データに基つg、て、より透明度の高い、説明力のある受益者負担制度を確立することの必要性
を明らかにし、その支援道具としての表明選好法の役割を示している o
以上のように、本論文は環境工学における環境計画システムおよび環境マネージメント領域の研究の発展に寄与す
るものである。よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。
n『u
n
,“ 
凋斗ゐ
